
◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆

E33)間1消防法第3集第2項では､消防長又は消防署長
は､屋外において火災の予防に危険であると認める物件の所

有者､管理者又は占有者で植原を有するものを確知すること

ができないため､これらの者に対し､第1項の規定による必

要な措置をとるべきことを命ずることができないときは､そ

れらの者の負担において､当該消防職員に､当該物件につい

て以下に示す第1項に掲げる措置のうち2つについて必要な

措置をとらせることができる､とされている｡
-　火遊び､喫健､たき火､火を使用する設備若しくは器具

(物件に限る｡)丈はその使用に際し火災の発生のおそれのあ

る設備若しくは器11- (物件に限るo)の使用その他これらに類

する行為の禁LL､停止若しくは制限又はこれらの行為を行う

場合の消火準備

二　残火､取次丈は火粉の始末

I.危険物丈は放降され､第しくはみだりに存置された燃焼の

おそれのある物件の除去その他の処理

四　枚群され､丈はみだりに存置された物件(前号の物件を除

くo)の整稚又は除去

以下の2つの措置の組み合わせとして消防法令上正しいもの

香(1)～(4)から選べ｡

(1) -PJ･丈は二才　　　　(2)二f3-又は二三号

(3)二ぢ･丈は川ぢ･　　　(4)一･:弓･又は四号

Lq=1朗信託好斤潮間1　以下の消防用設備等のうち､消防法令

上､小規模特定用途複合防火対象物に関して特別な措置を講

ずることとしていないものを1つ選べ｡ただし､非常電源に

ついては考慮しないものとする｡

(l)局内消火栓設備　　　(2)スプリンクラー設備

(3) n動火災報知設備　　(4)避難器具

lF=1朗l謙好百潮間2　次の防火対象物に設置されている火災

通報装置のうち､消防法令上､日動火災報知設備の感知器の

作動と連動して起動することを要しないものを1つ選べ｡た

だし､これらの防火対象物の日動火災報知設備の受信機及び

火災通報装置は､常時人がいる防災センターに設置されてい

ないものとする｡

(1)消防法施行令別表第1(5)項イ

(2)消防法施行令別表第1(6)項イ(1)

(3)消IU7-Ll去施行令別表第1(6)項イ(2)

(4)孤;A-Ll去施1]-･令別表第1(6)項ロ

LrEiW=Eヨ1間1　消防法(以下｢法｣というo)の罰則について

は､命令違反を前提とする罰則規定と規定違反に対する直接

の罰則規定に分類されるが､罰則の適用等に関する事項のう

ち､不適当な記述は次のうちどれか｡

◆　◆

◆　1

◆　◆

◆　1

◆　◆

◆　1

◆　◆

◆　1

◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆　◆

(1)法第45条に基づき､両罰規定を適用し､法人等事業主の監

督責任を問う場合には､法人等の事業に関して違反行為が行

われたことを供述等により特定し､赦判所に対する通知をも

って対応する｡

(2)規定違反に対する直接の罰則規定に係る違反については､

罰則の適用を促すための告発や過料事件の通知を実施する｡

(3)命令違反を前提とする罰則規定に係る違反については､原

則として違反処理基準に基づいて野告､命令を発動し､違反

が是正されない場合は､罰則の適用を促すための告発を実施

する｡

(4)秩序罰である過料については､行政秩序を維持する目的か

ら科せられる行政法上の罰金であって非訟事件手続法の適用

を受けることになり､裁判所に対する通知をもって対応す

る｡

lf鵬】間2　消防法(以下｢法｣という.)第4集に基づき

実施する立入検査に関する事項のうち､不適当な記述は次の

うちどれか｡

(1)立入検査では､通路幅員等の長さを測るための巻尺､パイ

プスペースなどの暗中箇所を検査するための憤り]屯灯など､

立入検査を実施する防火対象物の状況に応じて検査に必要な

器具を持参し有効に活用する必安がある｡

(2)立入検査は､法令上は事前の通告をすることなく音.人検査

を実施することができるが､既に把握している違反事実の改

修指導で立入検査の相手方と面談する必要があるときなど

は､事前の通告を実施すべきである｡

(3)防火対象物に立ち入りする場合において､防火対象物の関

係のある者から証票の提示請求があった場合は､これを擢示

しなければならないので､立入検査に出向する際は証票を携

帯する必要がある｡

(4)立入検査の実施は罰則によってその実効性が担保されてお

り､相手方が正当な理由なく拒否した場合は､相手jiが法令

違反を隠ぺいする可能性もあるので､速やかにその抵抗を排

除して強制的に立入検査を実施する必要がある｡

四聞1次の物品と危険物の類別との組み合わせで､
誤っているものはどれか｡

(1)ヒドラジン-第4類

(2)硝酸エチル-第4類

(3)ヒドラジンの誘導体-第5類

(4)硝酸グアニジン-第5類

KaE3]間2　給油取扱所の定義に関する次の記述の( )

に入るものとして正しいものはどれか｡

給油設備によって自動車等の燃料タンクに直接給油するため
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解答と解説

肌藍韮整31

間1　苔(6)

解説(1)勤務時間等も条例主義であるため､誤り｡

(2)休憩時間は含めないため､誤り｡

(3)休憩の説明であるため､誤り｡

(4)適用されないため､誤り｡

(5)正しい｡

〔行政手続)

間1　筈(2)

匠ヨ(1)行政刑罰であるため､誤り｡

(2)正しい｡

(3)付加刑ではないため､誤り｡

(4)行政罰は､故意による違反であるため､誤

り｡

(5)科料ではなく､過料であるため､誤り｡

〔誓防〕

間1　答(3)

解説　地下街､地下室､耐火建築物等は､原則として全

体をとらえて火災普戚設定区域とする｡

間2　答(4)

解説　報道発表者は､指揮本部長又は指揮本部長が指定

した者が行う｡なお､発表にあたっては情報の収集軽

過を把握している広報担当者を補佐に充てる｡

間3　答(4)

解説　基本戦術により難い場合は､状況に適応する手段

を選択しなければならない｡

〔救急)

間1　答(4)

解説(4)救命入門コースが､ e-ラーニング受講によ

りhi.縮できることは､要綱に明記されていない｡

間2　筈(3)

解説｢現場指揮本部の設置基準｣が正しい｡救急業務

計画の作成等について(昭和61年8月1日付　消防救

第83号　消防庁次長通達)参照｡

間3　答(4)

解説　過去2年以内｡ ｢応急手当の普及啓発活動の推進

に関する実施要綱｣11､ (2)参照｡

__　________　予防技術棟定模擬テスト

国団
間1　苔(4)

解説　消防法第3条2項｡同条1項の一号と二号につい

ては､他人が代わって行うことが容易でなく､特に一

号については管理権原著が特定できない状況が考えに

くい｡また､緊急の場合､一号と二号については消防

法第29条(消火活動中の緊急措置等)に基づき措置で

きるが､三号と四号については消防法第29条の緊急措

置等の対象外となる場合がある｡これらの理由から本

項が定められていると解される｡

〔消防用設備等)

間1　答(1)

解観(1) ×

(2) ○　消防法施行規則第13条(スプリンクラー

設備を設置することを要しない階の部分等) 1

項2号参照｡

(3) ○　消防法施行規則第23粂(日動火災報知設

備の感知器等) 4項1号へ参照｡

(4) ○　消防法施行規則第26条避牲器具の設置

個数の減免) 6項参照｡

間2　答(1)

解説　消防法施行規則第25条3項5号参照｡

〔防火査察)

間1　答(1)

解説(1)両罰規定を適用するためには､告発を実施す

る必要があるので､不適当｡

(2)違反処理マニュアルにより適当｡

(3)違反処理マニュアルにより適当｡

(4)違反処理マニュアルにより適当｡

間2　苔(4)

解説(1)立入検査マニュアルにより適当｡

(2)違反処理マニュアルにより適切｡

(3)違反処理マニュアルにより適切｡

(4)立入を相手方が拒否した場合は､その抵抗を

排除してまで立入検査権を行使することができ

ず､まず､拒否する理由を確認し､立入の必要

性等について丁寧に説明し相手方の説得をする

などの対応が求められるので､不適切｡

〔危険物)

間1　答(2)

解説　硝酸エチルは引火点を有する液体であるが､第5

類の硝酸エステル類に該当する｡なお､ヒドラジン

は､ロケットなどの燃料としても使われる引火性液体

である｡

〔参照条文〕消防法別表第1

危険物の規制に関する政令第1条

間2　答(1)

解説　給油取扱所は､自動車等の燃料タンクへの給油に

加え､灯油若しくは軽油を容器へ詰替え､又は移動貯

蔵タンク等へ注入する取扱いを行う取扱所とされてい

る｡

〔参照条文〕

危険物の規制に関する政令第3条第1号
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